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背　　　　　景

　平成22年国民生活基盤調査によると，腰痛は日本に
おける有訴者率の上位（男性は第 1位，女性は第 2

位）を占めており，国民の10人に 1人は腰痛に悩ま
されていることが明らかとなっている1）．また，厚生
労働省の「業務上疾病発生状況等調査」によると，休
業 4日以上の「業務上疾病」の約 6割，「業務上の負
傷に起因する疾病」の約 8割が「災害性腰痛」による
ものとなっている．なかでも社会福祉施設，小売業，
道路貨物運送業，医療保健業腰痛多発職場となってお
り，看護職の 5割以上が腰痛を抱えているとの報告も
ある2-3）．にもかかわらず，医療現場においては有効な
腰痛予防対策が取られていないために，腰痛を抱える
看護職は依然として多く，腰痛の有無が離職の一因と
なっている．
　一方，オーストラリア，イギリスや北欧では，看護
職が患者の移乗介助を行う場合に，スライディング
シートやリフトなどの補助具を利用し，看護職の身体
にかかる負担を軽減し，腰痛予防に効果を上げている
ことが報告されている．
　2025年の超高齢社会に備えて看護人材を確保する
ことは需要な課題であり，その一つとして腰痛が発生
しないシステムを構築することが求められる．

目　　　　　的

　本研究では，A大学病院において発生した腰痛の実
態を調査し，看護師と患者の安全な作業環境改善のた

めの基礎資料を作成するとともに，調査結果をもとに
した看護師の腰痛予防対策システムを構築することを
目的とする．

用 語 の 定 義

・No Lifting Policy（ノーリフト）とは，1996年頃か
らオーストラリア看護連盟が看護師の腰痛予防のため
に提言したもので，危険や苦痛を伴う人力のみの移乗
を禁止し，患者の自立度を考慮した福祉用具使用によ
る移乗介助を義務付けるものである．
・急性腰痛とは，急激に生じた強い腰痛で， 4週間以
内にその症状が治まったものである．
・慢性腰痛とは，日常的な腰痛が 3か月以上持続する
ものである．

方　　　　　法

1．対象者
　対象は，2011年に A大学病院に勤務する看護師の
中で，調査協力に同意の得られた346名とした．

表 1　対象の背景　　　　 n = 346
20～25歳 84 (24.3)
26～30歳 94 (27.2)
31～35歳 53 (15.3)
36～40歳 45 (13.0)
41～45歳 32 ( 9.2)
46～50歳 19 ( 5.5)
50歳以上 19 ( 5.5)
注；　n (%)

2．調査方法
1）データ取集方法
　調査期間は，2011年 5月30日～ 6月12日の 2週間
とした．調査は，A大学病院看護部のオンラインシス
テムを用いて実施した．
2）調査内容
　調査項目は，対象者の特性（年齢，経験年数，勤務
体制等）， 1年以内の腰痛発生の現状（ 6項目），作業
姿勢，患者及び重量物の取り扱い頻度，腰痛予防対策
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の実施状況（ 8項目），患者の移乗・移動時の事故に
ついての質問からなる．

3．倫理的配慮
　調査の目的，内容とデータ収集方法，プライバシー
の保護，調査結果の公表についてオンライン上で説明
し，同意を得た．収集したデータは匿名化された情報
として扱い，データ分析を行った．また，本研究は，
所属施設の医の倫理委員会の承認を得て実施した．

結　　　　　果

1．腰痛の発生状況
　調査結果では，346名の回答者のうち，252名
（72.9％）が過去 1年以内の急性腰痛，慢性腰痛，そ
の他の腰痛を経験し（表 2），その中の133名（52.8％）
が現在も腰痛の症状があると回答している．その一方
で，腰痛によって受診した者は58名（23.0％）であっ
た（表 3）．

表 2　過去 1年以内の腰痛経験  　n = 345
腰痛無し 94 (27.1)
急性腰痛あり 128 (37.0)
慢性腰痛あり 74 (21.4)
その他腰痛あり 50 (14.5)
注；　n (%)

表 3　腰痛発生時の受診状況     n = 252
受診あり 58 (23.0)
受診なし 194 (77.0)
注；　n (%)

　
2．作業中の腰痛のリスク 

　作業中の患者を含む重量物の取り扱い頻度は「まあ
まあある・かなりある・非常にある」を合わせて266

名（76.9％）であったが，重量物を取り扱う場合に「人
手を要請している」「介助器具を使用している」と答
えたのは「まあまあしている・かなりしている・非常
にしている」を合わせて，それぞれ79.1％，79.9％で
あった（表 4）．
　また，作業中の姿勢については，「長時間の立位・

座位姿勢の作業」および「中腰姿勢の作業」は「まあ
まあある・かなりある・非常にある」を合わせて，そ
れぞれ89.7%， 81.5％であった（表 5）．

3．腰痛の発生場面
　過去 1年以内に何らかの腰痛を経験した252名の回
答者に対する，腰痛の発生場面についての設問では，
「中腰姿勢での作業中」が122名（48.4％）で最も多く，
次いで「患者などの重量物を持ち上げたとき」が66名
（26.2％），「長時間の立位・座位姿勢での作業中」が
45名（17.9%），「その他の作業中」が19名（7.5％）
であった（表 6）．

表 6　過去 1年以内の腰痛の発生場面 　n = 252
長時間の立位・座位での作業中 45 (17.9)
中腰姿勢での作業中 122 (48.4)
患者など重量物を持ち上げたとき 66 (26.2)
その他の作業中 19 ( 7.5)
注；　n (%)

4．移乗・移動における事故
　過去１年以内に，患者の移乗・移動を直接介助した
時に事故に遭遇したと回答したのは77名（22.3％）で
（表 7），33名の患者が骨折，打撲，切傷等の受傷（複
数回答あり）を認め（表 8），さらに 5名の看護師が
それらの事故によって打撲や擦過傷を受けていた（表
9）．

表 7　患者移動の際の事故   n = 346
遭遇あり 77 (22.3)
遭遇なし 269 (77.7)
注；　n (%)

表 8　事故の際の患者の被害  n = 103
外傷なし 52 (61.2)
打撲 18 (21.2)
擦過傷 11 (12.9)
切傷（縫合なし）  2 ( 2.4)
捻挫 1 ( 1.2)
骨折 1 ( 1.2)
注；　n (%)

表 4　患者移動の際の人手の要請と介助器具の活用
全くしていない あまりしていない まあまあしている かなりしている 常にしている

患者移動の際の人手の要
請  n = 346  2 ( 0.6) 70 (20.2) 144 (41.6) 105 (30.3) 25 ( 7.2)

患者移動の際の介助器具
の活用  n = 343 29 ( 8.5) 40 (11.7)  91 (26.5) 111 (32.4) 72 (21.0)

注；　n (%)

表 5　作業中の姿勢
全くない あまりない まあまあある かなりある 非常にある

長時間の立位・座位姿勢の作業 n = 346 5 ( 1.4) 31 ( 9.0) 103 (29.8) 86 (24.9) 121 (35.0)
中腰姿勢の作業 n = 342 5 ( 1.4) 58 (16.8) 154 (44.7) 83 (24.1)  44 (12.7)
注；　n (%)
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表 9　事故の際の介助者の被害  n = 84
外傷なし 79 (94.0)
打撲  3 ( 3.6)
擦過傷  2 ( 2.4)
注；　n (%)

考　　　　　察

　調査結果から，回答者の72.9%が過去 1年以内に何
らかの腰痛を経験していたが，受診行動をとった看護
師はそのうちの23.0%であった．腰痛を発症したにも
かかわらず受診行動に結びつかない理由として，腰痛
を発症しても観血的治療を要しないなど症状が軽い場
合は発症後も軽視されがちで2），安静や市販薬などで
の対処で済ませる，交代制勤務や人手不足などの勤務
条件のために休暇を申請しにくく，適時的な受診が困
難であることが推測された．
　また，作業中の動作や姿勢では，移乗・移動介助に
おいて患者を手動で持ち上げる動作，電子カルテ入力
や検査・処置介助などの長時間の立位または立座姿
勢，ベッド上の患者のバイタルサイン測定や輸液など
の投薬および生活援助などの中腰姿勢が 7割～ 8割
以上であった．重量物の持ち上げ，同じ姿勢をとり続
けること，前かがみの動作，中腰姿勢などは腰に負担
をかける要因とされているが，看護業務ではこれらの
腰に負担をかける動作が繰り返されていることがわ
かった．
　さらに，腰痛の発生場面では中腰姿勢，患者などの
重量物を持ち上げる動作，長時間に立位または座位を
とっていた時に腰痛が発生したと回答していた．重量
物を持ち上げる場面では， 7割以上が補助器具の使用
や人手の要請を行っているにもかかわらず，腰痛発生
場面の第 2位という結果であった．このことから，看
護業務は腰痛発生の要因となる動作や姿勢が恒常的に
存在しており，看護業務の改善は腰痛予防対策として
の重要な課題の一つであるといえる．
　次に，医療安全の視点では，今回の調査によって患
者の移乗・移動介助場面において77名の看護師が患者
の転倒・転落や皮膚の傷などの事故に遭遇していたこ
とが明らかとなった．患者の受傷の程度は擦過傷など
の軽症例から，骨折といった重症例までが含まれてい
た．また，介助者である看護師においても，患者の身
体を支える際に打撲や擦過傷などの傷害を受けてい
た．これまで，移乗・移動介助動作は看護師の腰痛リ
スク因子であると認識されていたが，同時に患者及び
看護師の医療安全上のリスクであることを認識し，リ
スクマネジメントを行うことが課題となった．
　これまでの研究で，腰痛のリスク因子は①重量因
子，②姿勢・動作因子（作業特性），③物理的作業環
境因子，④個体因子，⑤作業時間，⑥管理体制に大別
される4）が，これらのリスクを低減するための対策は

現状では不十分である．例えば，重量因子を低減する
ためには，ボディメカニクスに頼るだけではなく，人
力で患者を持ち上げることを禁止し，機械や補助器具
を使用して作業の自動化，省力化を図る．次に，姿
勢・動作因子については，ベッドの高さを調節する，
ポジションについての教育を行うことなどが求められ
る．また，管理体制については，腰痛予防対策におけ
るガイドラインを策定し，具体的な作業手順，移乗介
助器具の選択と使用，施設・設備等の整備と職員教育
を行い，さらにその評価を行いそれぞれの職場にあっ
た腰痛予防システムの構築が求められる．
　この調査結果を受けて，2012年 3月に「安全な患
者の移乗介助（ノーリフト）における指針～持ち上げ
ない労働環境とケア～（以下，ノーリフト指針）」を
策定した．ノーリフト指針は，①腰痛予防対策のため
の提言，②腰痛予防対策における重要課題，③看護部
の方針，④管理者の責任，⑤看護師の責任，⑥環境お
よび⑦教育・トレーニングについて述べている．看護
職員に対して腰痛予防の重要性とその課題について説
明し，リフトをはじめとする移動介助器具を配置し
た．さらに，ノーリフト指針における教育・トレーニ
ングとして，2012年11月に講義，実技演習，ペーパー
テストと実技試験によって構成される，ノーリフト認
定プログラムを作成した．今後は，これらの対策の有
効性について検証することが課題である．

結　　　　　論

　腰痛予防対策は単体では効果的でないとされ， 1．
組織としての腰痛予防を目的としたポリシー， 2．リ
フトや移乗器具の適切な購入， 3．安全な移乗・移動
方法や適切な器具の使用方法のトレーニングが行われ
ている，そしてこれらが Bundleとなって機能してこ
そ効果的な腰痛予防対策がとれると考えられている6）．
　腰痛予防対策は，患者と看護師のリスクマネジメン
トであり，専門職としてのケアの提供に深くかかわる
ものとしてとらえる必要がある．今後は更なる普及の
ためのシステム構築について検討していきたい．
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